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１．指定の基準への適合性 

 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」第四十四条の

二では，以下の要求がされている。 

（指定の基準） 

第四十四条の二 原子力規制委員会は、前条第一項の指定の申請があ

つた場合においては、その申請が次の各号のいずれにも適合してい

ると認めるときでなければ、同項の指定をしてはならない。 

一 再処理施設が平和の目的以外に利用されるおそれがないこと。 

１．１ 再処理の事業の目的 

令和３年10月に閣議決定された第６次エネルギー基本計画（補足説明資料

１－１２）において，核燃料サイクル政策については，我が国は，資源の有

効利用，高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減等の観点から，使用済

燃料を再処理し，回収されるプルトニウム等を有効利用する核燃料サイクル

の推進を基本的方針とし，安全確保を大前提に施設の竣工と操業に向けた

準備を進めることが明確化されている。この政府の方針に基づいて，当社

で行う再処理の事業は，エネルギー資源の乏しい我が国にとって大きな意義

がある。 

「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」では，

使用済燃料の再処理等の着実な実施のために必要な資金を安定的に確保でき

るよう，拠出金制度及び認可法人制度の創設を明確化するとともに，使用済

燃料再処理等実施中期計画の策定等について規定している（補足説明資料１

－１）。また，使用済燃料再処理等実施中期計画は，同法の規定により，使

用済燃料再処理機構が定め，経済産業大臣の認可を受けなければならないと

されている（補足説明資料１－１）。なお，同法の附帯決議において，経済
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産業大臣が認可する際には，原子力委員会の意見を聴くものとされている

（補足説明資料１－２）。 

当社の再処理の事業は，使用済燃料から回収されるウラン及びプルトニウ

ムを原子炉の燃料として平和の目的に利用するため，国内の原子力発電所で

生じる使用済燃料を再処理するものであり，さらに，使用済燃料に含まれる

放射性廃棄物を適切に管理及び貯蔵することをも目的とした原子燃料サイク

ルの要となる事業である（補足説明資料１－１０）。

以上のことを踏まえ，当社は，引き続き従来どおり，「原子力基本法」に

のっとり，厳に平和利用に限り再処理事業を行う。また，当社が行う再処理

事業は，「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」

に基づき使用済燃料再処理機構が行う業務の一部が委託されたものであり，

使用済燃料再処理機構と当社において締結した使用済燃料再処理役務委託契

約に基づき実施するものである。その実施においては，「原子力発電におけ

る使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」第45条第１項（補足説明資料

１－１）に基づいて策定される使用済燃料再処理等実施中期計画に基づく

（補足説明資料１－３，補足説明資料１－４）とともに，平成30年７月に原

子力委員会決定された「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え

方」（補足説明資料１－５）を踏まえるものとする。 

 このような目的に沿って，安全性を最優先とし，再処理施設を建設運転す

るとともに国際約束の実施のために必要な措置を講ずることにより，再処理

の事業の確立を図る。 

 再処理事業に係る関係者の関係図を補足説明資料１－６に示す。また，使

用済燃料再処理機構との再処理役務契約に基づく業務内容を補足説明資料１

－８に示す。 

【補足説明資料１－１】 
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【補足説明資料１－２】 

【補足説明資料１－３】 

【補足説明資料１－４】 

【補足説明資料１－５】 

【補足説明資料１－６】 

【補足説明資料１－８】 

【補足説明資料１－１０】 

【補足説明資料１－１２】 

１．２ 使用済燃料から分離された核燃料物質の処分の方法 

 使用済燃料から分離されたウラン酸化物及びウラン・プルトニウム混合酸

化物は，原子炉の燃料として平和の目的に限り利用するために，使用済燃料

再処理機構との使用済燃料再処理役務委託契約に基づき特定実用発電用原子

炉設置者に引渡す。 

引渡しは再処理施設において行うが，具体的な方法については特定実用発

電用原子炉設置者と協議を行う。また，引渡しを行うまでの間再処理施設に

おいて一時保管する（補足説明資料１－９，補足説明資料１－１１）。 

なお，特定実用発電用原子炉設置者とは，「原子炉等規制法」第43条の３

の５第２項第８号に掲げる使用済燃料の処分の方法として再処理する旨を記

載して同条第１項の許可を受けた実用発電用原子炉の設置者をいう（補足説

明資料１－７）。 

【補足説明資料１－７】 

【補足説明資料１－９】 

【補足説明資料１－１１】 
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再処理施設 安全審査 整理資料 補足説明資料リスト 令和4年7月15日 R1

資料№ 名称 提出日 Rev

補足説明資料1-1 原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律（抜粋） 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-2
原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関
する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抜粋） 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-3 使用済燃料再処理等実施中期計画 2022/7/11 0

補足説明資料1-4 使用済燃料再処理等実施中期計画の解釈 2022/7/11 0

補足説明資料1-5 我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-6 再処理事業に係る関係者の関係図 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-7 原子炉等規制法（抜粋） 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-8 再処理役務契約における業務の範囲 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-9 再処理役務契約における回収物質の引渡し 2022/7/15 0 既許可から変更なし

補足説明資料1-10 回収されるウラン及びプルトニウムの利用目的について 2022/7/11 0

補足説明資料1-11 使用済燃料再処理役務委託契約に係る三者間覚書 2022/7/15 1 2022年7月1日現在の最新版へ見直すとともに、変更の影響を記載

補足説明資料1-12 エネルギー基本計画改定の影響 2022/7/15 1 エネルギー基本計画の抜粋版に加え、改定の影響について記載

平和利用

再処理施設 安全審査 整理資料 補足説明資料
備考
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平成十七年法律第四十八号 

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律（抜粋） 

第五節 業務 

（業務） 

第四十一条 機構は、第十条に規定する目的を達成するため、次の業務を

行う。 

一 使用済燃料の再処理等を行うこと。 

二 拠出金を収納すること。 

三 前二号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

（業務の委託） 

第四十二条 機構は、経済産業大臣の認可を受けて、原子炉等規制法第四十

四条の四第一項に規定する再処理事業者その他政令で定める者に対 

し、前条第一号に掲げる業務（これに附帯する業務を含む。）の一部を委託

することができる。 

（業務の運営） 

第四十三条 機構は、第四十一条に規定する業務を行うに当たっては、安

全の確保を旨としてこれを行うよう努めなければならない。 

（業務方法書） 

第四十四条 機構は、業務開始の際、業務方法書を作成し、経済産業大臣

の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様

とする。 

２ 業務方法書に記載すべき事項は、経済産業省令で定める。 

補足説明資料 1-1 
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（使用済燃料再処理等実施中期計画） 

第四十五条 機構は、業務開始の際、使用済燃料の再処理等の実施時期そ

の他の経済産業省令で定める事項について使用済燃料の再処理等の実施

に関する中期的な計画（次項及び第三項において「使用済燃料再処理等

実施中期計画」という。）を定め、経済産業大臣の認可を受けなければ

ならない。その計画の変更（経済産業省令で定める軽微な変更を除く。）

をしようとするときも、同様とする。 

２ 経済産業大臣は、前項の認可の申請に係る使用済燃料再処理等実施中期

計画が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同

項の認可をしてはならない。 

一 当該使用済燃料再処理等実施中期計画に係る使用済燃料の再処理等が適

切かつ確実に実施されると見込まれるものであること。 

二 当該使用済燃料再処理等実施中期計画の内容がこの法律及びこの法律に

基づく命令その他関係法令に違反するものでないこと。 

３ 経済産業大臣は、使用済燃料再処理等実施中期計画が前項各号のいずれ

かに適合しなくなったと認めるときは、機構に対してその使用済燃料再

処理等実施中期計画を変更すべきことを命じなければならない。 

４ 機構は、第一項の経済産業省令で定める軽微な変更をしたときは、遅滞

なく、その旨を経済産業大臣に届け出なければならない。 

（報告又は資料の提出の請求） 

第四十六条 機構は、その業務を行うため必要があるときは、特定実用発

電用原子炉設置者に対し、報告又は資料の提出を求めることができる。 

２ 前項の規定により報告又は資料の提出を求められた特定実用発電用原子

炉設置者は、遅滞なく、報告又は資料の提出をしなければならない。 
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な
お
、
本
法
の
対
象
と
な
ら
な
い
海
外
に
保
管
中
の
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
に
つ
い
て
、
原
子
力
事
業
者
が
発
生
者
責
任
を
果
た

せ
な
い
場
合
に
お
い
て
も
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

四

再
処
理
等
事
業
が
及
ぼ
す
影
響
は
、
地
域
振
興
か
ら
国
際
安
全
保
障
に
至
る
ま
で
幅
広
い
た
め
、
そ
の
推
進
に
際
し
て
は
、

事
業
を
総
合
的
・
大
局
的
な
観
点
か
ら
評
価
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
こ
と
。

五

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
能
力
の
強
化
や
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処
分
地
の
選
定
を
巡
る
課
題
の
解
決
に
向
け
、
国

の
責
任
と
役
割
を
よ
り
一
層
明
確
に
し
な
が
ら
的
確
に
対
応
す
る
こ
と
。

ま
た
、
使
用
済
燃
料
の
安
全
な
貯
蔵
は
、
短
期
的
の
み
な
ら
ず
、
中
長
期
的
に
も
必
要
な
も
の
で
あ
り
、
国
の
積
極
的
か

つ
責
任
あ
る
関
与
の
下
、
乾
式
貯
蔵
施
設
等
に
よ
る
中
間
貯
蔵
能
力
の
拡
大
を
進
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

六

安
全
確
保
を
大
前
提
に
、
再
処
理
等
事
業
を
適
切
か
つ
効
率
的
に
進
め
て
い
く
た
め
に
は
、
こ
れ
ま
で
蓄
積
さ
れ
て
き
た

再
処
理
等
に
係
る
人
材
・
技
術
等
を
散
逸
さ
せ
る
こ
と
な
く
最
大
限
に
活
用
す
る
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、

再
処
理
等
の
現
業
を
担
う
再
処
理
事
業
者
に
対
す
る
認
可
法
人
に
よ
る
管
理
・
監
督
等
に
当
た
っ
て
は
、
適
切
な
安
全
管
理

は
も
と
よ
り
、
民
間
企
業
の
自
主
性
に
配
慮
し
活
力
発
揮
を
損
な
う
こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。

七

使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等
を
進
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
青
森
県
、
六
ヶ
所
村
な
ど
立
地
自
治
体
等
関
係
者
の
理
解
と
協
力

が
不
可
欠
で
あ
る
こ
と
に
鑑
み
、
今
後
と
も
再
処
理
等
事
業
が
、
再
処
理
事
業
者
等
の
主
体
性
を
尊
重
し
つ
つ
、
こ
れ
ら
立

地
自
治
体
等
関
係
者
と
の
信
頼
関
係
の
下
で
、
円
滑
か
つ
連
携
し
て
進
め
ら
れ
る
よ
う
留
意
す
る
こ
と
。

八

電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
以
降
の
競
争
の
進
展
や
原
発
依
存
度
の
低
減
な
ど
新
た
な
環
境
下
に
お
い
て
も
、
原
子
力
事
業
者
が
、

必
要
な
人
材
・
技
術
を
維
持
し
な
が
ら
、
今
後
国
内
に
お
い
て
増
加
す
る
廃
炉
の
安
全
か
つ
確
実
な
実
施
や
新
規
制
基
準
へ

補-1-2-2
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の
対
応
、
使
用
済
燃
料
の
処
理
、
地
球
温
暖
化
対
策
及
び
電
力
安
定
供
給
へ
の
貢
献
等
の
課
題
へ
の
適
切
な
対
処
が
可
能
と

な
る
よ
う
、
事
業
環
境
の
整
備
に
つ
い
て
、
更
に
検
討
を
行
い
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

特
に
、
原
子
力
損
害
賠
償
制
度
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
附
帯
決
議
等
を
踏
ま
え
、
国
と
事
業
者
の
責
任
分
担
や
発
災
事

業
者
と
そ
の
他
の
原
子
力
事
業
者
と
の
間
の
負
担
の
在
り
方
等
を
含
め
、
速
や
か
に
検
討
を
行
い
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ

と
。

九

使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等
に
要
す
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
再
処
理
等
の
適
正
な
実
施
が
図
ら
れ
る
よ
う
検
討
し
、
そ
の
積

算
に
係
る
具
体
的
な
考
え
方
と
根
拠
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
適
時
そ
の
検
証
を
行
う
こ
と
。

な
お
、
原
子
力
事
業
者
に
お
け
る
事
業
環
境
の
変
化
等
の
個
別
事
情
も
十
分
踏
ま
え
て
、
納
付
方
法
の
変
更
等
に
可
能
な

限
り
柔
軟
に
対
応
す
る
こ
と
。

ま
た
、
認
可
法
人
の
事
業
計
画
書
や
業
務
方
法
書
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
使
用
済
燃
料
の
再
処
理
等
の
実
施
及
び
拠
出
金

の
収
納
等
の
業
務
に
関
す
る
事
項
の
ほ
か
、
財
務
に
関
す
る
事
項
、
安
全
対
策
に
関
す
る
事
項
及
び
立
地
自
治
体
と
の
協
力

に
関
す
る
事
項
を
含
め
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。
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使用済燃料再処理等実施中期計画の解釈

一 再処理の実施時期、実施場所及び再処理を行う使用済燃料の量

① 再処理は、再処理事業者である日本原燃株式会社（以下「日本原燃」という。）に業務委託し、

同社の六ヶ所再処理施設にて実施する。

② 再処理を行う使用済燃料の量については、利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則

の下、「我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方」（原子力委員会決定）の趣旨も踏

まえ、下表のとおり計画する。

【解釈】

① 「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」第四十二条の定めによ

り、使用済燃料再処理機構は、経済産業大臣の認可を受けて、前条第一号に掲げる業務（こ

れに附帯する業務を含む。）である使用済燃料の再処理を、原子炉等規制法第四十四条の四

第一項に規定する再処理事業者その他政令で定める者として当社に委託し、当社の再処理

施設にて実施するものと認識している。

② 「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」第四十五条第一項前段

の規定を受け、「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律施行規則」

第十二条において、使用済燃料再処理等実施中期計画（以下、計画という。）には、「再処理

の実施時期、実施場所及び再処理を行う使用済燃料の量」を記載することとされている。こ

れらに基づき、使用済燃料再処理機構は、利用目的のないプルトニウムは保持しないという

我が国の原則の下、「再処理の実施時期、実施場所及び再処理を行う使用済燃料の量」を記

載した計画を策定し、経済産業大臣の認可を得たものと認識している。

20
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我が国におけるプルトニウム利用の基本的な考え方 

平成30年７月31日 

原子力委員会決定 

我が国の原子力利用は、原子力基本法にのっとり、「利用目的のないプルトニウ

ムは持たない」という原則を堅持し、厳に平和の目的に限り行われてきた。我が国

は、我が国のみならず最近の世界的な原子力利用をめぐる状況を俯瞰し、プルトニ

ウム利用を進めるに当たっては、国際社会と連携し、核不拡散の観点も重要視し、

平和利用に係る透明性を高めるため、下記方針に沿って取り組むこととする。 

記 

我が国は、上記の考え方に基づき、プルトニウム保有量を減少させる。プルトニ

ウム保有量は、以下の措置の実現に基づき、現在の水準を超えることはない。 

１． 再処理等の計画の認可（再処理等拠出金法）に当たっては、六ヶ所再処理工

場，ＭＯＸ燃料加工工場及びプルサーマルの稼働状況に応じて、プルサーマ

ルの着実な実施に必要な量だけ再処理が実施されるよう認可を行う。その上

で、生産されたＭＯＸ燃料については、事業者により時宜を失わずに確実に

消費されるよう指導し、それを確認する。 

２． プルトニウムの需給バランスを確保し、再処理から照射までのプルトニウム

保有量を必要最小限とし、再処理工場等の適切な運転に必要な水準まで減少

させるため、事業者に必要な指導を行い、実現に取り組む。 

３． 事業者間の連携・協力を促すこと等により、海外保有分のプルトニウムの着

実な削減に取り組む。 

４． 研究開発に利用されるプルトニウムについては、情勢の変化によって機動的

に対応することとしつつ、当面の使用方針が明確でない場合には、その利用

又は処分等の在り方について全てのオプションを検討する。 

５． 使用済燃料の貯蔵能力の拡大に向けた取組を着実に実施する。 

加えて、透明性を高める観点から、今後、電気事業者及び国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構(JAEA)は、プルトニウムの所有者、所有量及び利用目的を記載

した利用計画を改めて策定した上で、毎年度公表していくこととする。 

※六ヶ所再処理工場は２０２１年度上期、ＭＯＸ燃料加工工場は２０２２年度上期

に竣工を計画。

以上 
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昭和三十二年法律第百六十六号 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（抜粋） 

第二節 発電用原子炉の設置、運転等に関する規制 

（設置の許可） 

第四十三条の三の五 発電用原子炉を設置しようとする者は、政令で定める

ところにより、原子力規制委員会の許可を受けなければならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次の事項を記載した申請書を原子力

規制委員会に提出しなければならない。 

一 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 使用の目的 

三 発電用原子炉の型式、熱出力及び基数 

四 発電用原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地 

五 発電用原子炉及びその附属施設（以下「発電用原子炉施設」という。）

の位置、構造及び設備 

六 発電用原子炉施設の工事計画 

七 発電用原子炉に燃料として使用する核燃料物質の種類及びその年間予定

使用量 

八 使用済燃料の処分の方法 

九 発電用原子炉施設における放射線の管理に関する事項 

十 発電 
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再処理役務契約における業務の範囲

「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」第 1条においては，「発

電に関する原子力の適正な利用に資するため，使用済燃料の再処理等の着実な実施のため

に必要な措置を講ずる」ことが定められており，当社は，同法第 42条に基づき使用済燃料

再処理機構より使用済燃料の再処理を受託している。

使用済燃料再処理機構との間で締結している再処理役務契約においては，同法の主旨を

踏まえ，燃料の再処理，回収物質の引渡し，高レベル廃液のガラス固化等の当社業務範囲

が明確に規定されており，当社は，当該範囲内において再処理等の役務を提供する。

また，再処理役務の提供にあたっては，再処理役務契約に規定される計量方法や回収物

質の仕様等に従うこととなり，それら計量・検査にあたっては，委託者である使用済燃料

再処理機構や回収物質の引渡しを受ける特定実用発電用原子炉設置者が立ち会うことがで

きるとともに，使用済燃料再処理機構や特定実用発電用原子炉設置者は，当社が役務の実

施結果として提出する報告書について，その内容を確認している。

以上から，当社の再処理事業が平和の目的に利用するものであることは明らかである。

以 上
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補足説明資料 1-9 

再処理役務契約における回収物質の引渡し

当社は，「原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に関する法律」第 42 条に基

づき使用済燃料再処理機構より使用済燃料の再処理を受託している。

本契約において，回収物質の引渡しに関して以下のとおり規定している。

なお、本資料ではウラン酸化物及びウラン・プルトニウム混合酸化物を「回収物質」と

いう。また、ウラン・プルトニウム混合酸化物を「MOX 粉末」という。 

（回収物質の引渡し）

当社から特定実用発電用原子炉設置者への回収物質の引渡しは，再処理施設において行

われるものとし，引渡しの方法については，当社，特定実用発電用原子炉設置者で別途

協議するものとする。

30
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補足説明資料 1-10 

補-1-10-1 

回収されるウラン及びプルトニウムの利用目的について

再処理事業指定申請書 添付書類一「再処理の事業の目的に関する説明書」において，「当

社の再処理の事業は，使用済燃料から回収されるウラン及びプルトニウムを原子炉の燃料

として利用する“等”の平和の目的に利用する」旨が記しているが，以下の理由により，

令和 2 年 3 月 13 日に実施した事業変更許可申請に係る一部補正において“等”の記載を削

除した。

“等”の記載については，再処理事業指定（平成 4 年 12 月 24 日）の段階から記載され

ている。

当時の原子力の研究，開発及び利用に関する長期計画では，使用済燃料は再処理し,プル

トニウム及び回収ウランを利用していくことの考え方「再処理-リサイクル路線」を基本と

して,これに沿って着実,かつ,段階的に開発努力を積み重ねることとすること及び使用済燃

料の再処理により得られるプルトニウムは，高速増殖炉で利用することを基本とするが，

できる限り早期に軽水炉及び新型転換炉において一定規模でのプルトニウム利用を進める

としていた。

したがって，当社事業において回収したプルトニウムは，原子力研究開発機構の高速増

殖炉等の研究開発用にも用いられる可能性があったことから“等”を記載していたもので

ある。

現在のエネルギー基本計画においても高速炉開発に取り組んでいくことが明記されてお

り，引き続き当社事業において回収したプルトニウムが研究開発用に用いられる可能性は

あるものの，現状，研究開発を目的としたプルトニウムの具体的な搬出先を明記できない

こと，さらに，仮に回収したプルトニウムを当社 MOX 工場以外に搬出する場合，搬出に伴

う設備対応が必要となり，これに伴う事業変更許可申請が必要になると考えられる。した

がって，本変更において“等”を記載している理由はなく，今回の事業変更許可申請から

“等”を削除することを判断したものである。

以 上
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補足説明資料 1-11 

（契約書変更箇所） 
条文 内容 

 第 23 条および第 23 条の２については、ウラン酸化物およびウラン・プルトニウム混合酸
化物の引渡しに関する詳細化のための見直しであり、平和利用に影響を与えるものではな
い。

 第 23 条および第 23 条の２以外の条文については、一般的な商務条件の変更等であり、平
和利用に影響を与えるものではない。
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補足説明資料 1-12 

補-1-12-1 

エネルギー基本計画の改定の影響

エネルギー基本計画の改定により、再処理やプルサーマル等の推進に関する記述に

ついて下表に示すとおりの変更がなされているが、第６次エネルギー基本計画におい

ても再処理やプルサーマル等の推進に関する基本的な方針に変更はなく、エネルギー

基本計画の改定が当社事業に与える影響はない。

 

以 上

第５次エネルギー基本計画（抜粋） 第６次エネルギー基本計画（抜粋） 
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